
令和８年 10 月  

菊池市財政課契約検査係  

 

工事費内訳書に明示すべき項目について 

 

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 12 年法律第 127 号。以下「入契法」とい

う。）（令和 6 年 6 月改正、令和 7 年 12 月施行）により、入札金額の内訳として、材料費、労務費及び当

該公共工事に従事する労働者による適正な施工を確保するために不可欠な経費として国土交通省令で定め

るものその他当該工事の施工のために必要な経費の内訳を記載しなければならないこととされました（入

契法第 12 条）。 

これに伴い、入札参加者が入札時に添付する工事内訳書の参考様式を改定しましたのでお知らせしま

す。また、本市設計書に記載がない場合も、法改正により事業者が作成する内訳書には記載が必要ですの

で、適切にご対応いただきますようお願いします。 

 

1 工事費内訳書に明示すべき項目 

① 材料費 

② 労務費 

③ 法定福利費 

④ 建設業退職金共済制度の掛金 

⑤ 安全衛生経費 

※様式の欄外での明示による提出でも差し支えありません。 

※市場単価方式や標準単価方式等を活用している場合等により算出が困難な場合は、以下のとおり記載

ください。（法定福利費は、以下の取扱いの対象外となります。） 

１）すべてを計上できない場合、「算出不能」、「計上不可」等、その旨がわかるように記載して 

ください。 

２）一部のみ計上できない場合、計上可能な分のみ記載し、「一部のみ計上」等、その旨わかる 

ように記載してください。 

２ 対象工事・開始時期について 

（１）対象工事 

一般競争入札及び指名競争入札により発注する全工事 

※随意契約案件は対象外です。 



（２）開始時期 

令和８年 11 月２日以降に、公告・指名通知を行う工事を対象とします。 

３ 本市入札における取扱いについて 

本市発注工事の一般競争入札及び指名競争入札においては、入札金額内訳書に上記の明示すべき事項の

記載が無いことをもって、当該入札を無効とするものではありません。 

ただし、入札金額内訳書に記載が無い場合、菊池市公共工事請負契約約款（令和２年告示第 68 号）（令

和８年 10 月 23 日告示、令和８年 11 月２日施行）第３条第１項及び同上第２項の規定により、契約締結

後 14 日以内に明示すべき事項を記載した請負代金内訳書を業務担当課にご提出いただくようお願いしま

す。 


